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地域構造と意識構造からみた県境部の道路整備の課題に関する研究
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域の活力を取り 戻そうとしている事例がよく見受けられる 。 既往研究をみても、 DEMATEL 法を用い
た道路整備関連の施策を含めた地域づくり施策聞の関係から、中山間地域づくりの方向性を考察した
もの 1 )、道路整備と地域づくり、自然環境の関係を住民意識からみた中山間地域における道路整備の
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大垣市まで 3 市 7 町 2 村の計 12 市町村を通過してい




道 12 市町村の過去 3 ヶ年(昭和 60 年、平成 2 年、平




ま用いた。 因子分析の結果、第 2 因子までで変動の
55.0%が説明できた。 各国子ごとの因子負荷量と因子
寄与率、累積寄与率、固有値を表ー 1 に示す。 その結果




指標名 第 1 因子 第2~子
人口増加率 • 0.529 0.286 
2 人口密度 • -0.792 ー0.056
31 65這以上人白書l合 。 0.658 -0.281 
4 l世帯当たり人員 0.004 。 0.882 
5 昼夜間人口比 -0 ωo • 0.669 
6 一次産業就業者割合 。 0.745 0.348 
7 一次産業就業者寄l合 -0.031 。 0.788 
81 -=次産業就業者寄l合 • -0. 739 -0.320 
9 農業組生産額 0.366 0.282 
(人 口 1 人当たり )
10 工業製造品出荷額等 • -0. 733 0.160 (人口 1 人当たり)
1 小売業年間販売額 • 0.651 -0. 126 (人口 1 人当たり )
寄与率 0.336 0.2141 
累積寄与率 0.336 0.550 




因子寄与率が 33.6%で各指標との間で正の相関が高いのは、 65 歳以上人口割合・一次産業就業者
割合で、負の相関が高いのは、人口密度・三次産業就業者割合・工業製造品出荷額等・小売業年間販
売額などである 。 これは、生産性の低い過疎地域によくみられる傾向である 。 そこで、この因子を過
疎化因子とする 。
(第 2 因子.地方都市郊外因子)


































(昭和 60 年→平成 2 年→平成 7 年)
表-2 指標別経年的変化(揖斐川町・藤橋村)
揖斐川町 揖斐川町 燭斐川町 藤橋村 藤橋村 稼橋村
S60 H2 H7 S60 H2 H7 
(S55-S60) (S60-H2) (H2-H7) (S55-S60) (S60-H2) (H2-H7) 
人口増加率 人/人 1.02 1.01 0.98 0.71 。.93 L20 
人口密度 人/km2 406.71 428.13 421.33 6.62 1.30 1.56 
65 歳以上人口割合 人/人 0.13 0.15 0.18 0.22 0.24 0.23 
1 世帯当たり人員 人 3.93 3.83 3.70 2.15 2.33 2.27 
昼夜間人口比 人/人 0.92 0.91 0.89 1.09 1.31 1.44 
一次産業就業者割合 人/人 0.09 0.07 0.07 0・.:30 0.01 。;10
一次産業就業者割合 人/人 0.44 0.47 0.44 0.36 0.35 0.43 
二次産業就業者割合 人/人 0.4 0.46 0.50 0.33 0.49 0.48 
農業組生産額 百万円/人
(人口 1 人当たり) 0.12 0.12 0.10 0.12 0.05 0.03 
工業製造品出荷額等 百万円/人
(人口 1 人当たり) 1.35 2.32 1.13 0.48 。、 75 1.87 
小売業年間販売額 百万円/人





クラスター分析 (Ward 法、平方ユークリッド距離)を行った結果、国道 417 号の沿道 12 市町村




このクラスターは、第 1 因子(過疎化因子)が高く、第 2 因子(地方都市郊外因子)も比較的高い
市町村で構成されている 。 このことから、都市化があまり進んでいない市町村がこのクラスターに属
すると考えられる。
<第 2 クラスター >
このクラスターは、第 1 因子(過疎化因子)が低く、第 2 因子(地方都市郊外因子)も比較的低い
市町村で構成されている。 このことから、生産性の高い市町村がこのクラスターに属すると考えられ
る 。
<第 3 クラスター >
このクラスターに属するのは藤橋村のみで、第 1 因子(過疎化因子)が高く、第 2 因子(地方都市
郊外因子)が極めて低い値を示している 。 このことから、他地域との交流が乏しい市町村がこのクラ




































第l クラスター 81 '他の地域と比べ、 -地方都市の近隣市町村
平均因子得点 過疎化因子と地方都市 越前町、織田町、朝日町
過疎化因子 O. 356 郊地外域因で子がともに高い 今立町、福・池田町、久瀬村
地方都市郊外因子l O. 107 ある 揖斐川町蛙・池田町
第2クフスター 31.過疎化因子が低く、 -地方都市
平均因子得点 地方都市郊外因子の 鯖江市、武生市、大垣市
過疎化因子 I -1.393 やや低い地域である。
地方都市郊外因子I -0.438 
第3クフスター 11' 地方都市郊外因子の -地方都市から離れた過疎地域 l
平均因子得点 極めて低い地域である。 藤橋村




3 . AHP 手法による地域づくりに関する意識構造の把握
1 )調査の方法
本研究では、道路整備をより有効なものとするために、併せて行う地域づくり施策や整備効果の波
及範囲に関する意識構造を把握するためにアンケートを実施した。調査時期は平成 11 年 9 月、対象
は国道 417 号沿道 12 市町村の行政職員、有効回答数は 62 票(配布は 150 票)であった。
2) 分析の方法
アンケートの分析にあたっては、本来、定量的に表すことのできない人の意識構造を定量的に表す





本研究では沿道地域レベルで、の評価に適 していると考え AHP 手法を用いた。そして図-6 に示すよう
に、レベノレを最終目標・整備効果・地域づくり施策・代替案として道路整備効果の波及範囲の 4 段階
に分けて設定し、次に、代替案を 3 ・整備効果を 4 ・地域づくり施策を 17 それぞれ選定した。アンケ


























































要度を図-9 に示す。 これをみる と、「災害に強
い道路整備J の重要度が他の項目よりもかなり
|圏 中都圏全体回県境1糊(働県・岐阜県) 口 制内(沿道市附のみ)I 
図-7 道路整備効果の波及範囲の優先度
高く 、今現在この沿道地域の道路網が災害に対して脆弱であることを表している。また、沿道地域は
豊かな自然環境を有 しているため、それを壊さないようにということで、「自然環境の保全 ・活用 J の
重要度が次に高くなっていると思われる 。 また、冠山峠道路は広域交通や地域交流への期待の大きい











図-8 波及範囲ごとにみた重視すべき整備目標 図-9 整備目標と地域づくり施策の重要度
4 地域構造と意識構造の関連
この章では、 2 で得られたクラスター分析の結果と 3 でのアンケート結果から、整備効果の波及範
囲や地域づくり施策に関する地域レベルのニーズ、の把握を行う 。 なお、 集計にあたり、第 3 クラスタ
ー(藤橋村)は票数が少なかったため、第 1 クラスターと第 2 ク ラスターについてのみ比較を行う 。








| 圏中部圏全体図県境地域(福井県・岐皐県) 口地域内(沿道市町村のみ) I 
整備効果の波及範囲図-10
0.12 ，……一…・ ...


















































集計の結果、 「国道 417 号冠山峠道路整備効果の波及範囲(図-10) J から は、 第 1 クラスター (地
方都市の近隣市町村)では‘中部圏全体に波及効果を及ぼすこと'を期待している割合が高いのに対
し、第 2 クラスター (地方都市)では‘地域内のみに波及効果を及ぼすこ と'を期待 している割合が
高いという結果が得られた。
「沿道地域が行うべき地域づくり施策(図-11) J において、第 1 クラスター、第 2 クラスター共に
高い項目として 「①災害に強し、道路整備J 、 共に低い項目として 「⑩広域共同イベントの実施J í⑤ 
高度情報網の整備J í⑮地域間コアグ、/レープの連携J などがあった。
また、第 l クラスターでは 「⑪圏域内道路の整備J í⑮住民や行政の広域的な協力 J í⑪地場産業
の育成J といった「道路による地域開発J や 「新たな玄関口の創造J に関する項目の重みが高かった
のに対し、第 2 クラスターでは「②広域交通網の整備J í③自然環境の保全・活用 J í④医療施設の
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